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Issues related to the 2016 amendments to the Social Welfare Act:
Regarding the state of social welfare corporations
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く 10 年以上を経てきたが，16 年の「社会福祉法














































































































































































重要な柱と位置づけた（法 24 条 2 項）。また，こ
れを受けて国の通知においても「無料又は低額な
料金」でのサービス提供を求めている（2008 年 1










































































































































































































































































































































































































































































































































































































（ 1 ） 現行法上も社会福祉法 61 条 1 項 2 号におい
て，この考え方が明文化されている。








（ 3 ） 2014 年 7 月　社会福祉法人の在り方等に関
する検討会報告「社会福祉法人制度の見直
しについて」
（ 4 ） 前掲注（３）
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